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創刊3000号特集
・対談　三國谷　勝範金融庁長官�VS�西川　郁生ASBJ委員長　

　「わが国会計制度のグローバル化：回顧と展望」 3000（1/24）

・座談会「IFRS時代を考える」　第１回「原則主義」 3000（1/24）

IFRS解釈指針委員会委員　鶯地　隆継

明治大学専門職大学院　会計専門職研究科　教授　佐藤　信彦

企業会計基準委員会　小賀坂　敦

あらた監査法人　関根　愛子

・会計・監査社会をめぐる課題と展望 3000（1/24）

青山学院大学　大学院教授　八田　進二

・会計監査12ヶ月「会計士　山中�剛の過去，現在，未来」 3000（1/24）

・ドキュメント　監査役監査12 ヶ月　第１回　ゼロからのスタート 3000（1/24）

・IFRSの採用とディスクロージャー制度 3002（ 2 / 7 ）

青山学院大学大学院　教授　多賀谷　充

・インタビュー　米イエール大学教授�アメリカ会計学会元会長　Shyam Sunder（シャム�サ

ンダー）　～ A�conductor�of�wisdom ～「複数基準の並存を」 3011（4/11）

・スペシャル対談　石川　純治教授　Shyam Sunder（シャム・サンダー）教授に聞く 3012（4/18）

■現地レポート　IFRS最新事情～動く韓国　編集部

　１．制度対応　会計制度・実務への影響 3006（ 3 / 7 ）

　２．インタビュー　徐�正雨（ソ・ジョンウ）KASB委員長にきく 3007（3/14）

　３．実務対応上の論点　会計制度・実務への影響 3009（3/28）

　４．実務対応上の論点　会計制度・実務への影響 3010（ 4 / 4 ）

　５．インタビュー　鄭　基英（チョン・ギヨン）・KICPA副会長にきく 3011（4/11）

　最終回　企業の状況　会計制度・実務への影響 3013（4/25）

総合索引
23 No.2997 ～3021

１月～６月

年
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〈編注〉分類は50音順。

出所のないものは企業会計基準委員（ASBJ）。

�会計基準等�
四半期

基準改正案公表 ～24年３月期から

　第１・３四半期CFは任意開示 2998（1/10）

第１・３四半期CFは省略可能に 3010（ 4 / 4 ）

〈本誌〉四半期開示の簡素化に関する

アンケートのお願い 3021（6/27）

収益認識

収益認識に関する論点整理を公表 3000（1/24）

IASB　「連続的な移転」を判断するため

の“要件”を新設 3007（3/14）

IASB　一部の「契約獲得」コストは資産

計上へ 3014（ 5 / 9 ）

税効果会計

連結納税に関する税効果の取扱いを追加

改正 3003（2/14）

連結納税に関する税効果の取扱いを改正 

 3009（3/28）

特別目的会社

SPE取扱い等で基準を改正・公表 3010（ 4 / 4 ）

SPEの取扱いに関する検討を再開 3018（ 6 / 6 ）

包括利益

〈本誌〉その他の包括利益の組替調整 3002（ 2 / 7 ）

〈本誌〉退職給付会計と包括利益 3004（2/21）

〈本誌〉23年３月期　「包括利益計算書」

２計算書方式が大多数 3016（5/23）

無形資産

開発費の取扱いの検討を再開 3015（5/16）

開発費の資産計上に伴う派生論点を検討 

 3017（5/30）

自己創設無形資産の取扱いを検討 3021（6/27）

リース

リース会計に関する論点の整理を公表 

 2998（1/10）

使用権モデルの採用に賛否両論 3013（4/25）

その他

IASB動向受け計画を更新　MoUは収益

認識など４項目を優先 2998（1/10）

３月中にも後発事象会計基準（案）を公表 

 3001（1/31）

割当排出枠，資産・負債を認識すべき？ 

 3002（ 2 / 7 ）

FASF　第12回基準諮問会議を開催 3003（2/14）

「中小企業の会計に関する検討会」が発足 

 3004（2/21）

金融負債の分類・測定で検討状況を

　整理・公表 3005（2/28）

資産除去債務　３月期決算での開示事項 

 3007（3/14）

水産業協同組合法施行規則の改正案公表 

 3016（5/23）

ASBJ　東京合意の達成状況を確認 3020（6/20）

医薬品業は半数が単一セグメント 3020（6/20）

ASBJ/FASFレポート

第215回　四半期財表基準案とリース論

点整理を議決 2997（ 1 / 3 ）

第216回　収益認識の論点整理を公表議決 

 3000（1/24）

第217回　無形資産と企業結合の検討を

再開 3001（1/31）

第218回　連結納税適用の際の税効果の

取扱い見直し案を議決 3003（2/14）

第219回　金融負債の分類・測定の検討

状況を整理，公表議決 3005（2/28）

第220回　四半期改正案，連結納税・税

効果の取扱いを次回議決へ 3007（3/14）

第221回　四半期等基準案，連結納税・

税効果指針案を公表議決 3009（3/28）

経財ニュース・トピックス
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第222回　リース，使用権モデルの適用

範囲めぐり，意見分かれる� 3013（4/25）

第223回　単体財表検討会報告受けて，

判断留保項目の検討へ� 3015（5/16）

第224回　のれんの償却，開発費の資産

計上を巡り，議論� 3017（5/30）

第225回　開発費の資産計上・のれん償

却，いずれも意見分かれる� 3019（6/13）

第226回　適用時点の未認識項目残高，

原則，一括計上が大勢� 3021（6/27）

�国際会計基準（IASB/IFRS）�
ASBJセミナー　「比較可能性実現は容易

ではない」� 3001（1/31）

IASB　金融商品減損会計で公開草案に

補足� 3003（2/14）

IFRS財団初のサテライト・オフィスは

東京に� 3004（2/21）

IASB，FASB　金融資産・負債の相殺

表示で基準間差異調整へ� 3004（2/21）

IASB　新理事に鶯地氏� 3006（ 3 / 7 ）

４月公表予定の基準は財表表示など計６本�

� 3011（4/11）

米国FASB議長，「コンドースメント」

に言及� 3012（4/18）

米国SEC　コンドースメント・アプロー

チの詳細を公表� 3020（6/20）

AOSSG　中長期戦略を公表� 3021（6/27）

適用準備に５～７年程度，米国基準は使

用継続へ� 3021（6/27）

�開示関係の法令・制度等�
金融庁・企業会計審議会関係

発行開示書類も英文開示が可能に� 2998（1/10）

四半期連結財規等の改正案公表� 2998（1/10）

開示府令を一部改正　事業等リスクなど

記載時点を統一� 2999（1/17）

ライツ・オファリング目論見書の交付は

免除へ� 3002（ 2 / 7 ）

2011年版EDINETタクソノミ（案）公表� 3002（ 2 / 7 ）

中小企業の会計に関する検討会　第１回

WGを開催� 3005（2/28）

XBRLの対象範囲が注記・附属明細表等

まで拡大へ� 3005（2/28）

企業会計審議会総会開催� 3006（ 3 / 7 ）

〈本誌〉 23年３月期は「株式保有状況の

開示」に注意！� 3007（3/14）

2011年版EDINETタクソノミ公表� 3008（3/21）

12月期決算会社の有報提出延長も� 3008（3/21）

四半期連結財規等を改正，24年３月期か

ら適用� 3011（4/11）

中間監査基準及び四半期レビュー基準を

改訂へ� 3012（4/18）

監査証明府令等の改正案公表� 3017（5/30）

2011年版EDINETタクソノミに追加案� 3018（ 6 / 6 ）

金商法の一部が改正，公布に� 3018（ 6 / 6 ）

東京証券取引所

成長の鈍化したマザーズ上場企業を “ふ

るい” に� 3000（1/24）

開示内容の見直し方針を公表� 3001（1/31）

花王など９社をディスクロ表彰� 3003（2/14）

マザーズ上場規定を厳格化� 3007（3/14）

第３四半期決算短信の開示状況調査� 3009（3/28）

東証コーポレート・ガバナンス白書2011

　を読む（１）　3011（4/11）（２）　3012（4/18）

　　　　（３）  3013（4/25）

時価総額基準を一時緩和� 3012（4/18）

復興支援に向けた対応方針を公表� 3013（4/25）

TOKYO AIMに上場第１号が誕生へ� 3021（6/27）

内部統制関連

内部統制基準の改訂案公表 業務プロセス評

価範囲の絞り込み等，簡素化図る� 2999（1/17）

内部統制府令等の改正案公表� 3002（ 2 / 7 ）

改訂内部統制基準の意見書案まとめる� 3004（2/21）

内部統制監査報告書の記載区分を変更� 3011（4/11）

改訂内部統制基準を公表，24年３月期か
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ら適用� 3011（4/11）

内部統制報告制度に関する事例集を公表�

� 3011（4/11）

内部統制報告制度に関するＱ＆Ａを改訂�

� 3011（4/11）

法務省関係

過年度遡及基準に対応し，会社計算規則

を改正へ� 3001（1/31）

総会開催延期でも会社法違反にならず� 3010（ 4 / 4 ）

会社計算規則を改正，過年度遡及基準に

対応� 3011（4/11）

その他

経団連　事業報告・計算書類等のひな型

を改訂� 2999（1/17）

�監査・レビュー�
監査役関連

監査役協会　監査役監査基準等を改定� 3009（3/28）

監査役協　築舘会長が辞任，後任に新日

鉄の太田氏� 3016（5/23）

監査役協　監査委員会監査基準等を改定�

� 3017（5/30）

金融庁（公認会計士制度）関係

金融庁・アクションプラン　公認会計士

法改正案を今通常国会提出へ� 3000（1/24）

会計士試験，第Ⅰ回短答式に1,708人が

合格� 3000（1/24）

企業財務会計士を平成25年から創設へ�

� 3001（1/31）

金商法・公認会計士法等の改正案を閣議

決定� 3008（3/21）

公認会計士試験合格者の未就職者数　

1036名� 3008（3/21）

企業財務会計士創設へ，改正会計士法案

を国会提出� 3011（4/11）

企業内会計専門家のアンケート調査� 3011（4/11）

「企業財務会計士」創設案は見送り� 3013（4/25）

参議院本会議　公認会計士法改正案を削除�

� 3014（ 5 / 9 ）

CPAAOB　堂島監査法人への行政処分

等を勧告� 3020（6/20）

公認会計士協会（JICPA）関連

欠損金の繰越期間延長で会計実務に影響�

� 2999（1/17）

税効果に関する実務指針等を改正� 3000（1/24）

職業倫理に関する解釈指針を公表� 3000（1/24）

「倫理委員会報告第３号」を一部改正� 3000（1/24）

「関連当事者（中間報告）」を公表� 3000（1/24）

外貨建実務指針等の改正案公表� 3001（1/31）

監査報酬，金商法（連結）は平均4,893万円�

� 3005（2/28）

減価償却に関する監査上の取扱い案公表�

� 3006（ 3 / 7 ）

監査報告書作成に関する実務指針等を改正�

� 3011（4/11）

中間・年度の首尾一貫性に関する指針案

公表� 3012（4/18）

減価償却に関する監査上の取扱いを改正�

� 3013（4/25）

四半期レビュー実務指針の改正案公表� 3014（ 5 / 9 ）

〈本誌〉　「監査意見の不表明」とは？� 3016（5/23）

「中間・年度の首尾一貫性」指針を公表� 3017（5/30）

内部統制監査実務指針を改正へ� 3018（ 6 / 6 ）

「初年度監査の期首残高」・「監査人の交

代」指針案公表� 3020（6/20）

�企業動向�
HOYA　IFRS版決算書を公表　差異調

整の説明重要に� 2999（1/17）

HOYA　IFRSの任意適用を公表� 3002（ 2 / 7 ）

TSR　東証１部上場企業の役員報酬開示

を調査� 3002（ 2 / 7 ）

TSR調査　上場企業の希望・早期退職者

募集，10年は85社� 3002（ 2 / 7 ）

企業の優先対応リスク　IFRSへの対応

遅延が４位� 3002（ 2 / 7 ）
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新日鉄と住友金属，統合でForm F－４

提出の可能性も� 3004（2/21）

〈本誌〉　2010年　新規上場は22社� 3005（2/28）

東証　インド進出企業は672社，５年間

で2.7倍に� 3006（ 3 / 7 ）

日本板硝子　IFRS適用による影響額を

開示� 3006（ 3 / 7 ）

リース事業協会　更新オプション等の見

積り，94％が「困難」� 3009（3/28）

TDB　IPO予備軍の45％が上場時期未定�

� 3014（ 5 / 9 ）

日本IR協　IFRS適用準備中，IR実施企

業の８割� 3014（ 5 / 9 ）

IFRSと日本基準の差異が明らかに� 3016（5/23）

TDB　2010年度　コンプライアンス違

反で115社が倒産� 3017（5/30）

TSR　23年３月期のGC注記，２割減の

47社� 3020（6/20）

週間「適時開示」ニュース

２/１～２/14� 3004（2/21）

２/15 ～２/21� 3005（2/28）

２/22 ～２/28� 3006（ 3 / 7 ）

３/1 ～３/７� 3007（3/14）

３/８～３/14� 3008（3/21）

３/22 ～３/28� 3010（ 4 / 4 ）

３/29 ～４/４� 3011（4/11）

４/５～４/11� 3012（4/18）

４/12 ～４/18� 3013（4/25）

４/19 ～４/25� 3014（ 5 / 9 ）

４/26 ～５/９� 3015（5/16）

５/10 ～５/16� 3016（5/23）

５/17 ～５/23� 3017（5/30）

５/24 ～５/30� 3018（ 6 / 6 ）

５/31 ～６/６� 3019（6/13）

６/７～６/13� 3020（6/20）

６/14 ～６/20� 3021（6/27）

�税制・税務関係�
新春インタビュー　川北力国税庁長官に

聞く� 2999（1/17）

国税庁　復旧費用等の見積額の損金算入可�

� 3013（4/25）

国税庁調査　国内４社に３社は欠損法人�

� 3017（5/30）

�震災関連�
東証　震災による決算発表の延期を認める�

� 3009（3/28）

JICPA　震災対応で監査上の取扱い公表	

� 3010（ 4 / 4 ）

TDB　東日本大震災の影響受け，企業

の６割で需要減少� 3012（4/18）

〈本誌〉「鑑定評価に震災の影響を考慮す

べきか」� 3014（ 5 / 9 ）

経済産業省　震災対応でガイドライン公表�

� 3015（5/16）

TDB　震災による倒産，４月末までに

66社判明� 3015（5/16）

震災損失の繰戻しにより，法人税額を還付�

� 3015（5/16）

震災による有報等提出延長，現在まで３社�

� 3016（5/23）

TSR　震災による業績予想の修正は305社�

� 3017（5/30）

日本IR協　震災後の影響と情報開示を

調査� 3017（5/30）

東証　震災対応で上場規程の一部を改正�

� 3018（ 6 / 6 ）

TDB　震災による倒産，発生後100日で

184社� 3021（6/27）

�学会・会計団体の動向その他�
日本ディスクロージャー研究学会が大会

開催� 2999（1/17）

早大シンポ　元アメリカ会計学会会長が

講演� 3003（2/14）
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�会計・開示�
切放し低価法の廃止 2998（1/10）

リース基準の適用範囲 2998（1/10）

資産・負債アプローチ 2999（1/17）

IFRS導入とシステム対応 3000（1/24）

開示すべき重要な不備 3000（1/24）

修正後発事象と開示後発事象 3001（1/31）

空売りとライツ・イシュー 3003（2/14）

信用リスク 3003（2/14）

実効金利法 3004（2/21）

償却原価 3004（2/21）

税率引き下げと税効果 3005（2/28）

PBRと減損 3006（ 3 / 7 ）

売買に相当するリース 3006（ 3 / 7 ）

200％定率法とIFRS 3007（3/14）

セール・アンド・リースバック 3007（3/14）

ヘッジ 3008（3/21）

結合表示 3009（3/28）

転リース 3009（3/28）

災害発生時の臨時報告書 3010（ 4 / 4 ）

災害損失引当金 3010（ 4 / 4 ）

重要な欠陥の判断 3011（4/11）

開示後発事象 3011（4/11）

決算短信の簡素化 3011（4/11）

棚卸資産の評価 3012（4/18）

「たな卸資産」の一括掲記 3012（4/18）

GAAP差異分析 3013（4/25）

操業休止期間中の固定費 3013（4/25）

決算短信の訂正 3014（ 5 / 9 ）

震災と早期開示 3014（ 5 / 9 ）

不利テストの単位 3014（ 5 / 9 ）

オペリースのオンバランス処理 3015（5/16）

業績予想の見送り 3016（5/23）

建設リサイクル法で… 3016（5/23）

レベル３の開示要求 3017（5/30）

四半期における任意開示 3017（5/30）

災害損失の表示区分 3017（5/30）

非財務情報の簡素化 3018（ 6 / 6 ）

ハイライト情報と包括利益 3018（ 6 / 6 ）

更新オプション付リース 3019（6/13）

経常損益 3019（6/13）

「のれん」の会計処理 3019（6/13）

その他の包括利益の内訳 3020（6/20）

株価10円基準と株式併合 3020（6/20）

不動産取得税 3021（6/27）

ヘッジの会計処理 3021（6/27）

�会社法�
修正後発事象と開示後発事象 3001（1/31）

非公開大会社と会計監査 3008（3/21）

基準日制度 3010（ 4 / 4 ）

会社法における包括利益の表示 3012（4/18）

責任限定契約 3016（5/23）

招集通知等の早期ウェブ掲載 3018（ 6 / 6 ）

�監査�
遡及監査 2999（1/17）

意見不表明 3013（4/25）

会計教育研修機構　豪州のIFRS導入事

例をテーマに講演会 3004（2/21）

会計人奨励賞，2011年は林總氏と関口智

和氏 3006（ 3 / 7 ）

JISA　情報サービス業へのIFRSの影響

度を調査 3006（ 3 / 7 ）

US.CPA　日本でも受験可能に 3010（ 4 / 4 ）

産業経理協　８％が「IFRS導入で上場廃

止を検討」 3013（4/25）

FASF　単体財表検討会議が報告書公表 

 3014（ 5 / 9 ）

英国IRの実務指針，日本語版が好評 3015（5/16）

ミニファイル・KEYWORD
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�会計基準等�
四半期

・「四半期財務諸表に関する会計基準（案）」及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指

針（案）」等の概要について 2999（1/17）

� 企業会計基準委員会　専門研究員　高橋　由彦

・「四半期財務諸表に関する会計基準」及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」

等の改正について 3014（ 5 / 9 ）

� 企業会計基準委員会　専門研究員　紀太　昌也

収益認識

・「顧客との契約から生じる収益に関する論点の整理」について

　前編　　　　　3005（2/28），後編　　　　　3006（ 3 / 7 ）

� 企業会計基準委員会　シニア・プロジェクト・マネージャー�専門研究員　中條　恵美

特別目的会社

・特別目的会社の連結に関する会計基準等の改正の概要 3018（ 6 / 6 ）

企業会計基準委員会　主席研究員　小賀坂　敦／研究員　吉岡　亨

リース

・「リース会計に関する論点の整理」について 3003（2/14）

企業会計基準委員会　専門研究員　神谷　陽一

■Q&Aコーナー　気になる論点

　�　IASBのヘッジ会計に関する公開草案（１）・�（２） 2999（1/17），3001（1/31）

　�　ASBJ「リース会計に関する論点の整理」（１）・�（２） 3002（2/7），3003（2/14）

　�　ASBJの収益認識に関する論点整理 3005（2/28）

　�　IFRS公開草案への補足「金融商品：減損」 3007（3/14）

　�　ASBJの金融負債に関する検討状況の整理 3010（ 4 / 4 ）

　�　IFRSとビジネスモデル―財務報告の目的達成との関係― 3012（4/18）

　�　IFRSの外貨換算 3014（ 5 / 9 ）

　�　上場企業の財務諸表における連単の関係 3016（5/23）

　�　IFRSにおける新たな連結基準（１）・�（２） 3018（6/6），3019（6/13）

　㉟　IFRSと組合出資 3021（6/27）

早稲田大学　大学院会計研究科　教授　秋葉　賢一

非公開大会社と会計監査 3008（3/21）

訂正内部統制報告書と監査証明 3021（6/27）

�その他�
上場廃止基準と時価総額 3001（1/31）

国際ランキングの影響 3002（ 2 / 7 ）

会計士試験と実務経験 3002（ 2 / 7 ）

MBOとIFRS 3005（2/28）

コンティンジェンシー・プラン 3015（5/16）

解　　説
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�会計実務�
・特別座談会　リース会計基準～基準改訂の動向と実務へのインパクト～� 3009（3/28）

� 芙蓉総合リース　経理部　次長　庵崎　博章

� 有限責任監査法人トーマツ　パートナー　井上　雅彦

� セブン＆アイ・ホールディングス　執行役員経理部　シニアオフィサー　清水　明彦

� 伊藤忠商事　常務執行役員　経理部長　北村　喜美男

� 三菱UFJリース　経理部　副部長　福山　徹

� （司会）早稲田大学大学院会計研究科　教授　秋葉　賢一

・緊急寄稿～平成23年３月期決算　包括利益の「組替調整額」完全詳解� 3005（2/28）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　太田　達也

・連結法人税個別帰属額の授受を行わない場合の会計上・税務上の実務対応� 3013（4/25）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　吉田　剛

■シリーズ　基礎からIFRSまでわかる！退職給付会計

　第１回　退職給付の会計処理（１）� 3021（6/27）

� 有限責任監査法人トーマツ　後藤　知宏

■退職給付会計のIFRS対応と実務論点

　第９回　IAS第19号改正公開草案と実務への影響（中）� 3006（ 3 / 7 ）

� 有限責任監査法人トーマツ　井上　雅彦

■３月決算実務対策

　Ⅰ　包括利益の表示に関する実務対応� 3002（ 2 / 7 ）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　金子　裕子

　Ⅱ　資産除去債務会計基準に関するポイントの整理� 3003（2/14）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　伊藤　恵子

　Ⅲ　グループ法人税制に関する税効果会計及び株式保有状況の開示� 3004（2/21）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　吉田　剛／佐伯　洋介

　Ⅳ　セグメント情報等の開示に関する年度決算での対応� 3005（2/28）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　牧野　幸享

■平成23年３月期決算シリーズ｢実務上の留意事項｣

　第１回　包括利益計算書作成の実務（上）　数値の関連，流れを把握する� 3009（3/28）

　第２回　包括利益計算書作成の実務（中）　新規連結と包括利益の範囲を把握する� 3010（ 4 / 4 ）

　第３回　包括利益計算書作成の実務（下）　その他包括利益項目の換算について� 3011（4/11）

� 公認会計士　安藤　勇／那須　伸裕

　第４回　セグメント情報等作成の実務　セグメント情報はIFRS対応への試金石か� 3012（4/18）

� 公認会計士　山野　浩／那須　伸裕

　第５回　リスク情報開示の実務　将来を見据え，今を伝える開示� 3013（4/25）

� 公認会計士　那須　伸裕
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　最終回　新しい年度に向けた検討と対応� 3016（5/23）

� 公認会計士　安藤　勇／那須　伸裕

■シリーズ―金融商品会計の完全理解

　第３・４回　金融商品の公正価値測定及び開示について（上）・（中）� 2999（1/17），3005（2/28）

� 新日本有限責任監査法人　金融部　エグゼクティブ・ディレクター，

公認会計士，経済学博士（Ph.D. 米国ミネソタ大学ツインシティ校）　安達　哲也

　第５回　　　IASB金融商品・減損　追補文書の解説� 3007（3/14）

� 新日本有限責任監査法人　金融部　シニア・パートナー　高木　竜二

　第６回　　　金融商品の公正価値測定及び開示について（下）� 3012（4/18）

� 新日本有限責任監査法人　金融部　エグゼクティブ・ディレクター，

公認会計士，経済学博士（Ph.D. 米国ミネソタ大学ツインシティ校）　安達　哲也

　第７・８回　３．IASB金融商品・ヘッジ会計―公開草案の解説（上）・（中）� 3017（5/30），3019（6/13）

� 新日本有限責任監査法人　金融部　パートナー　深田　豊大

�開示�
・企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部改正の概要� 3001（1/31）

� 金融庁　総務企画局　企業開示課　企業開示調整官　谷口　義幸

・決算短信における開示内容の見直しの概要� 3007（3/14）

� 東京証券取引所　企画担当調査役　岡田　暁光

・平成23年３月期　有価証券報告書の作成上の留意点� 3016（5/23）

� 公益財団法人　財務会計基準機構　開示室マネージャー　上原　晋一

・平成22年度金融商品取引法関連法令（開示規制関連）の改正について� 3017（5/30）

� 大阪経済大学　教授　小谷　融／宝印刷総合ディスクロージャー研究所　研究員　小黒　紀和子

・提出最終チェック！平成23年３月期の改正点を中心とした有価証券報告書のチェックポイント�

� 3018（ 6 / 6 ）

� 公認会計士　山添　清昭

・内部統制基準等の改訂および内部統制府令等の改正の概要� 3020（6/20）

� 金融庁　総務企画局企業開示課　企業会計調整官　野村　昭文

■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Q&A

　＜176＞　有価証券報告書における役員報酬の開示� 2998（1/10）

　＜177＞　最近の株主総会の役員報酬関連議案の状況� 3006（ 3 / 7 ）

　＜178＞　臨時報告書における議決権行使結果の開示� 3016（5/23）

� 弁護士　小林　公明
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�監査�
・公認会計士制度を考える（その10）� 3001（1/31）

� 青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘

・平成23年３月期決算　監査役監査の留意事項� 3010（ 4 / 4 ）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　太田　達也

・会計専門家に関する実態調査が意味するもの� 3013（4/25）

� 公認会計士　佐伯　剛

■監査役のための会計基礎知識

　第１回� 3020（ 6 / 2 0 ）

� 新日本有限責任監査法人　太田　達也

■企業・監査人を取り巻くITを知る

　第５・６回　Ⅱ．システム更改と事故事例①・②� 2999（1/17），3004（2/21）

� 有限責任 あずさ監査法人　KPMGアソシエイトパートナー　兼山　良信

　第７回　　　Ⅱ．システム更改と事故事例③� 3009（3/28）

� 有限責任 あずさ監査法人　KPMGアソシエイトパートナー　松本　達之

　第８・９回　Ⅲ．ITとIFRSへの対応①・②� 3011（4/11），3016（5/23）

� 有限責任 あずさ監査法人　KPMGアソシエイトパートナー　小松　博明

　第10回　　　Ⅳ．ITセキュリティの問題� 3021（6/27）

� 有限責任 あずさ監査法人　KPMGパートナー　河西　正之

■ドキュメント　監査役監査12ヶ月

　第１回　ゼロからのスタート� 3000（1/24）

　第２回　はじめての監査役会� 3005（2/28）

　第３回　年間監査計画と監査役の報酬� 3008（3/21）

　第４回　会計監査人の報酬案への同意� 3013（4/25）

　第５回　取締役会への出席� 3017（5/30）

　第６回　会計監査人との連携と会計監査� 3021（6/27）

�会社法�
・日本経団連「会社法施行規則及び会社計算規則による株式会社の各種書類のひな型」

　改訂版の解説� 3001（1/31）

� （社）日本経済団体連合会　経済基盤本部　須永　逸人

・過年度遡及処理に関する会社計算規則の一部を改正する省令の解説� 3013（4/25）

� 法務省民事局付　髙木　弘明／新井　吐夢

■３月期決算対策　平成23年３月期決算における決算スケジュールと留意事項

　前編　　　　　3003（2/14），後編　　　　　3004（2/21）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　太田　達也
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�震災関連�
・会長通牒平成23年第１号「東北地方太平洋沖地震による災害に関する監査対応について」

について� 3011（4/11）

� 有限責任監査法人トーマツ　布施　伸章

・東北地方太平洋沖地震による災害に係る会計上の論点　Ｑ＆Ａ� 3012（4/18）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　太田　達也

・緊急解説　震災損失の繰戻還付に関する会計処理について� 3015（5/16）

� あらた監査法人　公認会計士　市原　順二

・「東日本大震災への税制上の対応（第一弾）」について� 3015（5/16）

� （社）日本経済団体連合会　経済基盤本部長　阿部　泰久

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�
・米国の会計の動向と展望� 3001（1/31）

� 米国財務会計基準審議会（FASB）　国際研究員　川西　安喜

・IFRS強制適用へ向けたわが国の会計ビジョンと戦略の設定� 3008（3/21）

� 青山学院大学大学院　教授　橋本　尚

・一般財団法人会計教育研修機構　創立１周年記念特別講演会　「オーストラリアから学ぶ

IFRSの実務的導入」講演録� 3010（ 4 / 4 ）

� 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　橋本　尚

・韓国の国家政策としてのIFRS導入と会計業界の対応� 3021（6/27）

� 関西学院大学大学院　教授　杉本　徳栄

■シリーズ　IFRSを導入したわが社の取組み　第４弾　HOYA

　第１回：当社の IFRS 導入の動機とその体制の推移� 3020（ 6 / 2 1 ）

　第２回：５年間のスケジュール～失敗の連続からの教訓� 3021（ 6 / 2 7 ）

� HOYA（株）財務部　連結グループ

■IFRSとファイナンス

　第１回　　　　　3018（ 6 / 6 ），第２回　　　　　3020（6/20）

� 公認会計士　樋口　哲朗／東京共同会計事務所　公認会計士・税理士　小栗　敏晴

■Q&Aでわかる！初めてのIFRS（基礎編）

　第１回　IFRSとは何か� 3020（6/20）

� 京都監査法人　山田　善隆

■IASBレポート

　IFRS財団の今後� 2999（1/17）

　東京事務所を開設―新任の評議員（Trustee）も任命―� 3004（2/21）

■IFRSをめぐる動向

　第20回　確定給付制度（公開草案公表後の動向）� 2997（ 1 / 3 ）

� あらた監査法人　ディレクター　井坂　久仁子

　第21回　連結会計〈FASBの公開円卓会議の影響〉� 3000（1/24）

� あらた監査法人　公認会計士　井上　雅子
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　第22回　金融資産に対する減損会計に関する議論の方向� 3003（2/14）

� あらた監査法人　公認会計士　宮治　哲司

　第23回　顧客との契約から生じる収益� 3004（2/21）

� あらた監査法人　公認会計士　矢野　貴詳

　第24回　リース（2011年２月までの動向）� 3006（ 3 / 7 ）

� あらた監査法人　公認会計士　矢農　理恵子

　第25回　金融資産と金融負債の相殺� 3009（3/28）

� あらた監査法人　公認会計士　宮治　哲司

　第26回　顧客との契約から生じる収益（2011年３月までの動向）� 3010（ 4 / 4 ）

� あらた監査法人　ディレクター　井坂　久仁子

　第27回　リース会計（2011年３月の議論）� 3012（4/18）

� あらた監査法人　公認会計士　井上　雅子

　第28回　金融商品〈償却原価及び減損〉（IASB公開草案に関する検討の状況）� 3014（ 5 / 9 ）

� あらた監査法人　公認会計士　宮治　哲司

　第29回　顧客との契約から生じる収益（３）（2011年４月までの動向）� 3016（5/23）

� あらた監査法人　ディレクター　井坂　久仁子

　第30回　リース会計（2011年４月の議論）� 3018（ 6 / 6 ）

� あらた監査法人　公認会計士　矢農　理恵子

　第31回　ヘッジ会計� 3020（6/20）

� あらた監査法人　公認会計士　宮治　哲司

■海外会計トピックス	 	 	

　収益認識と実務，最近のソフトウェアの処理，その他� 2998（1/10）

　CFO記事2010年会計ベスト10，GAO米国政府決算意見不表明，その他� 2999（1/17）

　COSO；ERMの考察論文，会計事務所の分割論議，CFOへの期待� 3000（1/24）

　英国での監査市場，入れ墨・ピアスと会計事務所，その他� 3001（1/31）

　内部告発はウィキリークスで，FASBが公正価値会計で変心，その他� 3002（ 2 / 7 ）

　SEC：訴訟コスト開示要求，EU：国別開示，その他� 3003（2/14）

　監査の競争を促す，金融機関の時限爆弾，国際的犯罪� 3004（2/21）

　インド：IFRS延期？米国：監査報酬の値下げ圧力，その他� 3005（2/28）

　マドフ事件関連でSEC元法律顧問提訴，大企業の国際租税回避，その他� 3006（ 3 / 7 ）

　不正の増加と対応，事業のグローバル化と租税回避� 3007（3/14）

　世界のビジネスリーダー　財務報告等の変革を要望，その他� 3008（3/21）

　IFAC：リスク･マネジメントと内部統制の調査，その他� 3009（3/28）

　米国企業；海外での不法行為　PCAOB：内部統制，投資家保護� 3010（ 4 / 4 ）

　英国；監査人に関する調査報告書� 3011（4/11）

　企業のリスク回避，サティヤム処分，その他� 3012（4/18）

　IFRSの動向；収斂延期？金融危機とウォール・ストリート� 3013（4/25）
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　会計専門職の将来，IFRS関連，監査安売り� 3014（ 5 / 9 ）

　企業規模が大きい方が効率が悪い，監査制度のオーバーホール� 3015（5/16）

　FASBとIASBの動き，SECの回転扉，興味深い記事� 3016（5/23）

　経営者の報酬，IFAC：監査報告書の改訂� 3017（5/30）

　IFRSでFASBの存在意義が変わる，その他� 3018（ 6 / 6 ）

　監査人の定期的交代，中国企業の不正会計� 3019（6/13）

　会計不祥事と訴訟，国際的資格競争，新興企業のIPO� 3020（6/20）

� 末広監査法人　飯田　信夫

■コーポレート・ガバナンスにとってIFRSとは何か	

　シリーズ No.１，Part １　　　　　3015（5/16），Part ２　　　　　3016（5/23）

� フジタ国際会計コンサルティング（株）　代表　藤田　敬司

�インタビュー・対談�
・レポート監査法人最前線！　第13回　九段監査法人� 2999（1/17）

・スペシャル対談　「経理・財務」の世界的な展開� 3009（3/28）

� 日本CFO協会　専務理事　谷口　宏

� 経済・金融・経営評論家　前金融監督庁（現金融庁）　顧問　金児　昭

・シリーズ「経理・財務」部門の組織と教育　東レの経理・財務組織とIFRS対応� 3013（4/25）

� 東レ（株）　常務取締役財務経理部門長　内田　章

� 経済・金融・経営評論家　前金融監督庁（現金融庁）顧問　金児　昭

・日本企業第１号として香港証券取引所に上場したSBIホールディングス（株）� 3020（6/20）

� SBIホールディングス（株）執行役員　中村　秀生

� DLAパイパー東京　パートナー　石川　耕治

� RSM清和監査法人　パートナー　大塚　貴史

■年頭所感

　（社）日本経済団体連合会　経済基盤本部長　阿部　泰久� 2997（ 1 / 3 ）

　日本公認会計士協会　会長　山崎　彰三� 2997（ 1 / 3 ）

　日本税理士会連合会　会長　池田　隼啓� 2997（ 1 / 3 ）

　財団法人　全国法人会総連合　会長　大橋　光夫� 2997（ 1 / 3 ）

　公益財団法人　財務会計基準機構　理事長　萩原　敏孝� 2998（1/10）

　株式会社東京証券取引所グループ　代表執行役社長　斉藤　惇� 2999（1/17）

�スキルアップ！�
■決算実務基礎講座　法人税計算のしくみと税効果会計

　第１回　　　　　3002（ 2 / 7 ）　第２回　　　　　3003（2/14）　第３回　　　　　3004（2/21）

　第４回　　　　　3005（2/28）　第５回　　　　　3007（3/14）　第６回　　　　　3008（3/21）

　第７回　　　　　3010（ 4 / 4 ）　第８回　　　　　3011（4/11）　  第９回（最終回）　 3013（4/25）

� 小川哲也公認会計士・税理士事務所　代表　小川　哲也
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■財務報告トリプルマスター

　第13回　　　　　2998（1/10）　第14回　　　　　3000（1/24）　第15回　　　　　3002（ 2 / 7 ）

　第16回　　　　　3004（2/21）　第17回　　　　　3006（ 3 / 7 ）　第18回　　　　　3008（3/21）

　第19回　　　　　3012（4/18）　第20回　　　　　3014（ 5 / 9 ）　第21回　　　　　3017（5/30）

　第22回　　　　　3019（6/13）　

� 大阪経済大学教授　財務報告実務検定試験委員長　小谷　融

■楽しく身につく「ワールド英語」

　Lesson 12　Hitting the Stores on Black Friday（アメリカのブラックフライデー）� 2998（1/10）

　Lesson 13　Madoff：Biggest Ponzi Scheme Ever（史上最大のネズミ講）� 3000（1/24）

　Lesson 14　What is a Trustee?（評議員会の役割）� 3002（ 2 / 7 ）

　Lesson 15　�A Skeptical View of the “IFRS Monopoly”（IFRS独占に対する懸念）� 3004（2/21）

　Lesson 16　�The Upside of Avoiding IFRS Adoption Errors（IFRSの導入を円滑に進めるた

めに）� 3007（3/14）

　Lesson 17　�IASB Chairman Says US Must Embrace IFRS in 2011（アメリカは本年どのよ

うな決断を下すか？）� 3011（4/11）

　Lesson 18　�What a US Government Shutdown Would Mean（アメリカ連邦政府の機能停止

回避）� 3013（4/25）

　Lesson 19　How Many Hours Do You Work?（日本人は働きすぎ？）� 3015（5/16）

　Lesson 20　IMF in the Hot Seat（苦境に立つIMF）� 3018（ 6 / 6 ）

　Lesson 21　�Two Surprising Features of US Public High Schools（アメリカの公立高校の特徴）�
� 3020（6/20）

� 早稲田大学大学院会計研究科　教授　ダニエル・ドーラン

� 青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　橋本　尚

■FASSでマスター！「経理・財務」12か月

　１月　資金　　　今週のテーマ：有価証券管理� 2997（ 1 / 3 ）

　１月　経営管理　今週のテーマ：予算実績差異分析と責任会計� 2999（1/17）

　１月　決算　　　今週のテーマ：月次業績管理� 3001（1/31）

　２月　経営会計　今週のテーマ：バランス・スコアカード� 3004（2/21）

　２月　資金　　　今週のテーマ：手形管理� 3005（2/28）

　３月　経営管理　今週のテーマ：意思決定分析の基礎� 3008（3/21）

　３月　資金　　　今週のテーマ：資金管理� 3009（3/28）

　４月　経営会計　今週のテーマ：コスト・ビヘイビアとCVP分析� 3012（4/18）

　４月　資産　　　今週のテーマ：売掛債務管理� 3013（4/25）

　５月　経営管理　今週のテーマ：事業投資分析の基礎� 3015（5/16）

　５月　資産　　　今週のテーマ：在庫管理� 3016（5/23）

■FASS　Basicでマスター！ IFRSダイジェスト

　最終回：表示・開示原則（４）：事業セグメント，経営者の説明� 2998（1/10）
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�コラム・書評等�
■現代会計論考

　第15回：収益認識でも鍵概念となる「支配」� 3006（ 3 / 7 ）

� フジタ国際会計コンサルティング（株）　代表取締役　藤田　敬司

■書評

　・IFRS財団著　日本CFO協会訳『経営幹部のためのIFRSガイド［2010年版］』� 3004（2/21）

� 日本経団連企業会計部会長／ IFRS財団トラスティー　島崎　憲明

　・金児　昭著『「会社「経理・財務」入門［第３版］』� 3006（ 3 / 7 ）

� 愛知工業大学　教授　野村　健太郎

　・望月　文夫著『国際税務基本500語辞典』� 3008（3/21）

� 税理士法人フェアソリューション・コンサルティング　代表社員　税理士　伊藤　雄二

　・金児　昭著『日本型／世界に広がる　超やさしい財務会計』� 3017（5/30）

� 慶應義塾大学　教授　黒川　行治

　・田﨑　正巳著『ビジネスパーソンのための断捨離思考のすすめ』� 3019（6/13）

� 青山学院大学大学院　教授　八田　進二

■新刊紹介

　『「中小企業のための生命保険講座」（経営者編）～中小企業における生命保険利用の目的と

効果を検証～� 3014（ 5 / 9 ）

■世界会計よもやま話	 	 	

　サムスン電子，９月四半期も絶好調―水をあけられる日本勢� 2999（1/17）

　アイルランド会計士からの教え� 3001（1/31）

　会計事務所の公表ランキング制度～中国財政部がネット公表� 3002（ 2 / 7 ）

　YouTubeと英王室とKPMGと� 3004（2/21）

　難解とされる保険会計� 3005（2/28）

　インドで米国CPA資格に人気がある理由� 3006（ 3 / 7 ）

　無線機器使用による不正受験への対応―中国公認会計士試験� 3007（3/14）

　株価が下がったミュンヘン再保険会社� 3009（3/28）

　FCPA密告の報酬，10％から30％� 3011（4/11）

　市場主義経済は本当に３極か� 3012（4/18）

　タイ：苛政（かせい）は虎よりも猛（たけ）し� 3014（ 5 / 9 ）

　韓国に学ぶ原価計算� 3017（5/30）

　韓国に学ぶ原価計算（２） 安い減価償却費� 3018（ 6 / 6 ）

　韓国に学ぶ原価計算（３）� 3019（6/13）

　地震はリスク開示の母� 3020（6/20）

� 愛知工業大学　教授　岡崎　一浩
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■ハーフタイム

　確率化する収益認識と負債 2999（1/17）

　収益認識の保守主義化と社会脳仮説 3001（1/31）

　断想・西安の旅 3002（ 2 / 7 ）

　エクイティの意味を訪ねて 3007（3/14）

　貿易取引の収益認識 3009（3/28）

　グローバル化と言葉 3010（ 4 / 4 ）

　直観と常識を働かせる 3014（ 5 / 9 ）

　為替相場のランダム・ウオークと公正価値会計 3016（5/23）

　将来を見通す公正価値の起源 3017（5/30）

　東電決算から何を学ぶか 3020（6/20）

�その他�
■海外年金・会計レポート

　第23回　ギリシャに続くアイルランドの厳しい救済策 2997（ 1 / 3 ）

　第24回　2011年も引き続くユーロ圏の財政問題 3001（1/31）

　第25回　アセアン諸国における国際会計基準に対する取組み 3004（2/21）

　第26回　米国主要州の地方公的年金の動向 3014（ 5 / 9 ）

　第27回　米国企業年金のLDI（負債対応投資）に新しい動きか 3017（5/30）

　第28回　突き進む英国の公的・私的年金の改革 3020（6/20）

� 年金コンサルタント　内田　博史

■コーポレート・ガバナンス　365日

　第17回　農業と開国政策（米を中心に） 2998（1/10）

　第18回　財政と国のガバナンス 3002（ 2 / 7 ）

　第19回　財政と国のガバナンス（その２） 3005（2/28）

　第20回　東日本巨大地震からの復旧・復興 3009（3/28）

� 横浜市立大学　国際総合科学部　特別契約教授　大西　又裕

�重要法令等�
・東北地方太平洋沖地震による災害に関する監査対応について 3010（ 4 / 4 ）

・実務対応報告第５号「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」�

 3011（4/11）

資料


